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最近のニュースから No.171     ２０２３.１２.１８ 

韓国 早急な「黄色い封筒法」の公布を 

「本当の社長出てこい」が実現に 

１１月９日、韓国国会本会議で、別名「黄色い封筒法」と呼ばれる、労使の団体交渉の

範囲をこれまでより拡張し、ストライキに対して企業が起こす損害賠償訴訟に制限を設け

た労働組合および労働関係調整法（労働組合法）第２条・第３条の改正案が野党単独で可

決されました。しかし公布はまだです。経済界はこの法律を「悪法」と呼び、尹錫悦（ユ

ン・ソクヨル）大統領に再議要求権の行使を建議し、大統領の拒否権によっては消える危

険性があります。 

これまでは、労組法上の「使用者」を労働契約締結の当事者に限り、労使の団体交渉は 1

つの事業所の内部だけに保障され、社内下請の労組や特殊雇用職の労組は実質的な労働条

件を決める元請と交渉できませんでした。 

「黄色い封筒法」は、実質的かつ具体的に労働条件を支配·決定できる地位にある者もそ

の範囲において使用者とみなします。労組が１０年にわたり叫び続けた「本当の社長出て

こい」というスローガンは、労組法第２条の「使用者」の定義を拡大する条文の改正で現

実となりました。また、争議行為の対象を「労働条件の決定に関する」事項から「労働条

件に関する」事項に拡大しました。 

これまでは占拠ストライキなどが発生した場合、会社側がストライキに参加した個人ま

で債務者とみなし、損害額を大きく膨らませて組合員全員に賠償責任を負わせたりしてき

ました。ストライキに参加したという理由で数億ウォンの債務を負うことになった組合員

は深刻な圧力を感じ、労組が解体したりもしました。 

「黄色い封筒法」は、ストライキを行った労組を相手に、企業側が無分別な損害賠償請

求訴訟と仮差押えをすることに歯止めをかけます。裁判所が労働組合の活動による損害賠

償責任を認める場合、各損害の賠償義務者別に帰責事由と寄与度により個別に組合員が「実

際にしたこと」に対してのみ責任範囲を定めるようになります。また損害に対する身元保

証人の賠償責任を免除するなどです。 

市民「労組破壊と労働者の生活の破滅を防ごう」 

「黄色い封筒法」は、１３年に金属労組双龍自動車労組が１１９人解雇されたことに対

して行ったストライキに対して警察が提起した損害賠償訴訟が１４年に１審で認められ、

１審で認められ１４億１０００万ウォン（約１億３.８００万円）を請求されます。それに

対し多くの市民が支援するために自発的な連帯活動として展開した「黄色い封筒キャンペ

ーン」を起源とします。黄色い封筒運動の趣旨は、労働組合の争議行為が違法とみなされ
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て命じられる莫大な損害賠償、仮差押さえによる労組破壊と労働者の生活の破滅を防ごう

というというものです。 

実際に、黄色い封筒運動を主導してきた市民団体「手を取って」によれば、１９９０年

から２０２３年にかけて１９７件の損害賠償・仮差押え事件で３.１６０億ウォンが請求さ

れました。これらの事件の９４.９％が労働者個人を標的にし、彼らの暮らしと家庭を破壊

したてきました。多くの企業が損害賠償・仮差押えを武器に労組の無力化をはかる過程で

数十人の「労働者烈士」を生み出しています。 

派遣、請負、用役、下請などの様々なかたちで働く間接雇用の非正規労働者、特殊雇用

労働者、フリーランサー、プラットフォーム仲介労働者などの従属的事業契約に縛られて

働く労働者は、労働組合を結成して彼らの労働条件を実質的に支配する「本当の社長」で

ある元請大企業、フランチャイズ本部、プラットフォーム事業者、仲介エージェンシー、

親企業との交渉を保障するよう求めてきました。元請企業のほとんどが現行の労働関係法

における使用者ではないとの理由で交渉を拒否しているため、不安定な労働者たちが自身

の権益を改善するために「違法ストライキ」に打って出ていました。 

企業による雇用関係の外部化とデジタルプラットフォームの商業化によって、急速に増

えている間接雇用の非正規労働者と従属的事業者に対し、労働基本権を保障しようという

のが黄色い封筒法のもう一つの制定趣旨です。 

 

現行の労組法の改善を目指す「黄色い封筒法」は、最高裁の判例、国際労働機関（ＩＬ

Ｏ）条約（第８７号と第９８号）の批准、国家人権委員会の勧告などによってその必要性

に対する社会的コンセンサスは十分に形成されています。 

ところが経済界と保守メディアは、法の施行はストの急増、労使関係の不安定化、法治

秩序の崩壊などを招くため企業投資の萎縮と雇用の減少に帰結し、結局は韓国経済を駄目

にしてしまうと主張しています。 

しかし労働争議を制限し、違法ストに対する過剰な損害賠償請求を認める現行の労組法

体系こそが、労働基本権を形骸化させるだけでなく、制度による保護の死角地帯に追い込

まれた不安定な労働者たちの極限の闘争と違法争議行為をあおり、産業現場の法治秩序を

より困難にし、対立する労使慣行から抜け出せなくしています。 

双龍自動車労組組合員と家族３０人余を自死に追い込む 

ストライキを行った労組に対して企業側の損害賠償訴訟は繰り返されてきました。 

０３年の斗山重工業の損害賠償訴訟で命を絶った労働者のペ・ダルホさんを皮切りに、

０９年には双龍自動車労組が行ったストライキで、警察がスト鎮圧の過程で被った損害賠

償を要求する訴訟を金属労組双龍車支部と双龍自動車の組合員などを相手に起こします。 

１０年、現代自動車が非正規職労組を相手に９０億ウォンの損害賠償訴訟を起こして認

められました。０３年にキム・ジュイク支会長が損害賠償訴訟の圧力で命を絶った韓進重
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工業では、１２年にふたたび１５８億ウォンの損害賠償訴訟が起こされ、労働者のチェ・

ガンソさんが亡くなりました。 

半導体企業ＫＥＣの労組組合員は、１６年から３年にわたり賃金３０億ウォンを差し押

さえられました。１８年にはＣＪ大韓通運が宅配労組を相手に１５億ウォン、２１年には

現代製鉄が労組と組合員６４１人を相手に２４６億ウォン、２２年には大宇造船とハイト

真露がそれぞれ下請と特殊雇用労組を相手に４７０億ウォンと２７億ウォンの損害賠償訴

訟を起こしました。 

大宇造船海洋の下請労組は２２年、元請との交渉を引き出すためにストライキを打たざ

るを得ませんでしたが、それによって彼らの組合費や賃金ではとてもまかなえない途方も

ない額の損害賠償訴訟が起こされています。 

大法院 双龍自動車支部の行動は「正当防衛」 

１８年１２月３１日、双龍自動車支部の解雇者１１９人のうち７１人が復職します。支

部が把握では、７１人のうち、警察の仮差押えの対象者は全部で２７人です。復職させて

賃金を支払ったらそこからも差押えもできるという魂胆もありました。 

その額は半分を超えます。「金額」と関係なく、損害賠償と仮差押えは当事者に大きな苦

痛を与えます。９年間に組合員と家族３０人あまりが暴力鎮圧のトラウマと損害賠償訴訟

の圧迫に苦しめられて命を失いました。 

 

２０１９年１月２４日、高麗大学保健科学学部の教授チームは、損害賠償の仮差し押さ

え労働者２３３人の実態調査の結果を発表しました。それによると、過去１年間、損害賠

償で仮差し押さえされた男性労働者の自殺を試みる割合は、一般男性の３０倍に達してい

ました。過去１週間にうつ病の症状を経験したケースも、男性労働者は５９.７％、女性労

働者は６８.８％と、一般の人口よりそれぞれ９.５倍、６.７倍高くなっていました。 

アンケートに応じた、差押えられる労働者たちが書きこんだ苦痛です。「郵便局が（差し

押さえ）登記の配達のために度々訪ねてきて、家に人がいないと玄関に裁判所登記を受け

るようにシールを貼っていったとき・・・子どもたちがこれは何かと尋ねたときがつらか

った」「すべてを諦めたい気持ち。このようなことがつらかった」「パニック障害で薬を飲

んで夜ごと不眠症に苦しみました」。 

 

１３年に警察が提起した損害賠償訴訟が１審で認められた金額は１４億１０００万ウォ

ン(約１億３.８００万円)でした。控訴審では１１億６.７６０万ウォン(１億１.４００万

円)に賠償金額が減りましたが、遅延利子がついて双龍自動車の労働者は１５億ウォン(約

１億４.７００万円)を賠償しなければなりません。その後、毎年２０％ずつ遅延利子がつ

き、この時点で損賠金額は２０億ウォンを超えています。 
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２２年１１月３０日、大法院（最高裁）は、双龍自動車支部のストライキを正当防衛と

認めます。警察のヘリコプターを利用した催涙液散布など、生命・安全を脅かす過剰鎮圧

に対抗する過程で起きた労組の不法行為について、「不法座り込みの鎮圧方法やどのような

装備を使うかは警察の裁量範囲にあるが、法令で定めた通常の用法とは異なり、装備を使

って生命と身体に危害を加えたとすれば、警察の職務遂行は違法だとみなければならない」

「生命・身体への危害を免れるために組合員が直接対抗する過程で警察の装備を損傷させ

たとしたら、これは正当防衛に該当する」と判断し「正当防衛の成立と損害賠償責任を改

めて判断せよ」と事件をソウル高裁に差し戻しました。 

最高裁判決時点の賠償額は３０億ウォン（約３億円）余りに増えていました。 

「企業側に法が傾いている」「黄色い封筒法が公布されたら」 

韓国オプティカルハイテック（以下「韓国オプティカル」）は日本の日東電工グループの

韓国子会社で、ＬＧにＬＣＤの偏光フィルムを納品する会社です。 

２２年１０月、慶尚北道亀尾（クミ）にある韓国オプティカル亀尾工場で火災が発生す

ると、会社側は清算を決めます。亀尾で生産していた製品を平沢（ピョンテク）工場に移

した後、労働者全員に希望退職を提示しました。労働者２１０人中１９３人が退社し、１

７人は「平沢に生活根拠を移すから、平沢工場で働けるようにしてほしい」と要求して残

ります。 

会社側は「亀尾韓国オプティカルと平沢日東オプティカルはそれぞれ別の法人であるた

め、雇用を継承する義務はない」と拒否します。 

労働者らは雇用継承が受け入れられるまで闘うことにし、２３年２月から無給で１０カ

月、労組事務室に出勤します。会社側はこの行為は工場撤去を妨害しているとして、退去

拒絶と業務妨害罪で刑事告訴するとともに、妨害禁止の仮処分と撤去遅延にともなう「損

害額」４.０００万ウォンの仮差押えを裁判所に申立、８月末に仮差押えが認められると労

働者１０人に自宅の伝貰（チョンセ。契約時に高額の保証金を賃借人に預ける代わりに月々

の家賃は発生しない不動産賃貸方式）の保証金の保証金を差押えました。 

組合員が語ります。「これまで闘ってきた労働者たちが、激しい弾圧のなかで、いかに不

安のもとで生きてきたか、亡くなった方々も本当に圧力が激しかったのだろうということ

を思い知りました。こういったことをなくすために、黄色い封筒法が作られましたが、（公

布されるまで）見守らなければ」。 

勤務１７年目の組合員が語ります。「早くこのような法律が成立すれば、私たちのような

弱者が少しでも保護されるのではないでしょうか。労働者も国民であり、一緒に生きてい

くことで国がうまく回るのに、あまりにも企業側に法が傾いているようです。今も法で許

されているからこそ会社側は強気で言うんですよ。仮に大統領が（拒否権を行使）したら、

弱者はさらに困難に陥るのではないでしょうか…」。 
  

いじめ メンタルヘルス労働者支援センター 


